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知的障がい者の離職要因に関する研究

福井 信佳1），橋本 卓也2）

1）関西福祉科学大学保健医療学部
2）大阪保健医療大学保健医療学部

（平成 27 年 3月 17 日受付）

要旨：【目的】本研究の目的は，知的障がい者の離職要因を分析することである．【対象】対象は，
A能力開発施設において職業訓練を終了後，一般就業した 83 名である．【方法】調査方法は，ア
ンケートを用いた面接によって行った．分析方法は，対象者を離職群と非離職群に群分けし多変
量解析を行った．【結果】知的障がい者の離職に影響を及ぼす要因は，「障害の等級（P＝0.002）」，
「仕事上の相談者の有無（P＝0.046）」，「製造業であるか否か（P＝0.003）」，の 3項目であった．ま
た統計学的な有意な影響を認めなかったが，棄却しがたい要因として「事務職であるか否か（P＝
0.096）」の 1項目が示された．【考察】障害の等級が重度であるほど離職しやすい結果となった．
基本的には，作業記憶や作業遂行能力上の問題が推察されるが，それ以外にも仕事上のコミュニ
ケーション能力の低下が課題であると考えられた．次に仕事上の相談者がいない者ほど離職しや
すい結果となった．相談者の存在は，対象者が仕事上の困難に陥った際のサポートを可能にし職
場定着に有効であると考えられた．また製造業に従事する者ほど離職しやすく，事務職以外の仕
事では離職しやすい結果となった．職場定着は業種や仕事内容の影響を受けると考えられるが，
雇用制度や職場環境の工夫によって職場定着は改善・促進されると推察された．

（日職災医誌，63：310─315，2015）
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はじめに

障がい者の就業者数の拡大には各国が採用している
「障害者差別禁止法」や「法定雇用率に基づく障害者雇用
納付金制度」が推進の柱となっている．どちらの制度も
社会保障を中心とした消極的な施策から一般労働市場へ
の統合を目指す積極政策への転換が狙いであるが，労働
市場への障がい者の参加はそう簡単ではない．OECD
（Organisation for Economic Co-operation and Develop-
ment：経済協力開発機構）の調査による各国の就業率
は，OECD加盟国 19 カ国 43.9％，EU加盟国 11 カ国
40.8％であり１），平成 23 年度日本の障がい者の就業率は
40.0％である２）３）．ここ数年大きな変動は認めていない．各
国の就業促進制度が異なるにもかかわらず，各国による
就業率の差異は少ないことが分かる．
国内に目を向けると，日本における最近の就業統計の

特徴は，障がい者の就職件数の拡大である．背景にはハ
ローワークを中心とした職業紹介機能が強化されて来て
いることや企業の障がい者雇用に関する理解が深まって

きていることが考えられる．現時点における就業中の知
的障がい者は，身体障がい者に比較してまだ少数である
が今後一層拡大することが予測される．
一方，いったん就職した障がい者が定着しているかど

うかの指標となる離職者数または離職率に関する政府の
調査結果は公表されていないが，既述した通り，多数の
先行研究から知的障がい者の離職が多い実態は明らかで
あり４）～６），これを抑制することが喫緊の課題となってい
る．つまり，知的障がい者の就業率が拡大することは望
ましいことであるが，離職者数が拡大すれば労働市場全
体あるいは企業全体における知的障がい者数は増加して
いないことになり，離職を抑制する対策が必要になると
考えられる．
さて今日では，知的障がい者に対する職業リハビリ

テーションは，就職前支援から就職後の職場における継
続支援へとパラダイムシフトをしてきており，特殊な雇
用形態である「援助付き雇用（Supported Employ-
ment）」等を通じて職場定着が図られつつある７）～１０）．しか
し個々の企業への職場定着については，対象者・支援機
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関との支援システムが構築されているわけではない．本
研究では，その支援システムを構築する過程において，
まず離職に影響を及ぼす要因を分析する．
本研究の目的は，知的障がい者の離職を抑制し職場定

着を実現していく支援システムの構築に向けた道筋の中
で，まず離職に影響を及ぼす要因を抽出し検討すること
である．
本研究の意義は二つある．一つ目は就業することは自

立した生活を送るための基盤であり，離職を予防し就業
定着を促進させることによって，QOLを高め健康を維持
する生活が可能になることである．また企業にとっても
収益の拡大や社会的責任を果たす効果も期待される．二
つ目は定着が進めば障がい者は賃金による収入によって
生計が維持されやすくなり，ひいては医療や年金などの
社会保障の適正化にも貢献することが期待されることで
ある．

対 象

調査対象は，A能力開発施設において訓練を修了し，
一般就労した知的障がい者 86 名である．分析対象はその
86 名のうち同施設の訓練を修了後に就職しなかった 3
名を除く 83 名である．本研究における知的障がい者とは
療育手帳の所有者または手帳を所有していないが医師か
ら知的障がい者であることを診断された者である．

方 法

アンケート調査項目は政府の実施する障害者雇用実態
調査及びプレアンケート調査を参考に選定した．アン
ケート調査項目には「年齢」，「性別」，「学歴」，「家族構
成」，「発病年齢」，「手帳の有無及び等級」などの一般情
報，次に就職前の「生活実態」，「就業経験の有無」，「入
院経験の有無」などの生活環境，そして就職後の「採用
形態」，「収入」，「勤務時間」などの雇用環境に関する項
目である．雇用環境については，A能力開発施設を修了
し，初回に就職した会社について質問を行った．
調査方法は，対象者が同施設来所時に面接を行いアン

ケート用紙に記入してもらった．その際，対象者にアン
ケート記入上の質問がある場合には，同施設職員による
支援を依頼し，記入されたアンケート用紙はその場で筆
者らが回収した．
分析方法は，離職に影響を及ぼす可能性の高い変数を

抽出するための 2群比較については名義変数には χ2検
定を，間隔変数についてはMann-Whitney の U検定を用
いた．その 2群比較を基に実施した多変量解析では，目
的変数が名義変数であるのでロジスティック回帰分析を
用いた．危険率は 5％未満を有意とし，統計処理は
SPSSver.22 を用いた．なお本研究は関西福祉科学大学倫
理委員会承認を経て実施した．

結 果

1．2群比較（表 1）
離職に影響を及ぼす可能性の高い変数を抽出するため

に対象者 83 名を離職群 32 名，非離職群 51 名に群分けし
て 2群比較を実施した．その結果，有意差を示した変数
は，調査時年齢（p＝0.030），療育手帳の等級（p＝0.005），
仕事上の相談者の有無（p＝0.003），就職後の支援の有無
（p＝0.041），製造業（p＝0.001），事務職（p＝0.002），組
み立て作業（p＝0.006），1週間の勤務日数（p＝0.012）の
8項目であった．
2．多変量解析（表 2）
次にその 8項目について離職，非離職に関係する要因

であるか否かについて吟味を行った．なお「調査時年齢」
は，研究における構造上の結果であると考えたので分析
から除外した．多変量解析は残された 7項目について目
的変数を離職，非離職群としてステップワイズ法による
ロジスティック回帰分析を実施した．その結果，知的障
がい者の離職，非離職に影響を及ぼした要因は，「障害の
等級（P＝0.002）」，「仕事上の相談者の有無（P＝0.046）」，
「製造業であるか否か（P＝0.003）」，の 3項目が抽出され
た．また統計学的な有意な影響を認めなかったが，棄却
しがたい要因として「事務職であるか否か（P＝0.096）」
の 1項目が抽出された．

考 察

1．「療育手帳の等級について」
療育手帳の等級が重度であるほど離職しやすい結果と

なった．
知的障がい者の就業に関する調査には療育手帳の有無

や等級調査は行われているが１１）１２），職場定着との関係に言
及する報告は少ない．手帳による重症度と雇用との関係
については真謝ら１３）の報告があり，雇用されている障が
い者は軽度の者の方が多いことが報告されている．さら
に重症度については，手帳によらない知的発達レベルや
社会適応行動の指標として IQを用いた調査がなされて
おり，Hill１４）らは知的障がい者の IQは離職群と非離職群
で異なると報告している．しかし，一方，知的障がい者
の IQと職場定着の関連においては有意差を認めないと
いう鈴木１５）らの報告もある．筆者らは，基本的には作業記
憶や作業遂行能力上の問題であると考え，仕事上のコ
ミュニケーション能力の低下なども影響していると推察
した．こうした就業上の課題を指摘する研究は多数あ
る１６）～２０）．
以上のことから，今回の筆者らの研究を支持する報告

もあるが否定的な報告もあり，療育手帳の等級と離職と
の関係は明らかであるとは言い難いのが現状であり，今
後さらなる研究が必要である．
今回，筆者らは障害の重症度について療育手帳の等級
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表 1　2 群比較結果

項目 危険率 有意判定

1 調査時年齢 p＝0.03 ＊

2 性別 p＝0.59 ns
3 就業期間 p＝0.68 ns
4 学歴

中学卒 p＝0.38 ns
特別支援中学卒 統計量なし
普通高校卒 p＝0.44 ns
高等専修卒 p＝0.58 ns
特別支援高校卒 p＝0.28 ns
短大卒 p＝0.13 ns
大学卒 p＝0.37 ns
大学院修士課程卒 p＝0.38 ns

5 入院回数 p＝0.79 ns
6 療育手帳の等級 p＝0.005 ＊＊

7 手帳取得年齢 p＝0.75 ns
8 入校前の生活の場

家庭 p＝0.14 ns
施設 p＝0.14 ns
その他 統計量なし

7 入校前の暮らし方
施設 p＝0.44 ns
学校 p＝0.14 ns
会社 p＝0.35 ns
何もしていない p＝0.38 ns

8 入校までの会社数 p＝0.69 ns
9 入校時年齢 p＝0.09 ns
10 仕事上の相談者の有無 p＝0.003 ＊＊

11 就職時に受けた支援
トライアル雇用 p＝0.28 ns
ジョブコーチ p＝0.50 ns
何も受けていない p＝0.26 ns
その他 統計量なし

＊p＜0.05　＊＊p＜0.01

項目 危険率 有意判定

12 就職後の支援の有無 p＝0.041 ＊

13 会社での採用形態 p＝0.59 ns
14 業種

農林水産業 統計量なし
製造業 p＝0.001 ＊＊

サービス業 p＝0.35 ns
建設業 p＝0.37 ns
運輸・通信業 p＝0.17 ns
医療福祉 p＝0.08 ns
卸・飲食業 p＝0.35 ns
その他 統計量なし ns

15 仕事内容
事務職 p＝0.002 ＊＊

介護関係 統計量なし
組み立て作業 p＝0.006 ＊＊

清掃業 p＝0.15 ns
品出し p＝0.08 ns
接客 p＝0.62 ns
その他 p＝0.48 ns

16 給与形態
月給 p＝0.27 ns
日給 p＝0.36 ns
時給 p＝0.42 ns

17 収入 p＝0.99 ns
18 一日の勤務時間 p＝0.86 ns
19 一週間の勤務日数 p＝0.012 ＊

20 通勤時間 p＝0.35 ns
21 就職先のみつけかた

自分で見つけた p＝0.62 ns
職リハセンターで紹介された p＝0.49 ns
その他 p＝0.13 ns

22 服薬治療の有無 p＝0.23 ns

表 2　ロジスティック回帰分析結果

変数 標準回帰係数 オッズ比 P値
オッズ比の95%信頼区間

判定
下限 上限

療育手帳の等級 －1.491 0.225 0.002 0.089 0.570 ＊＊

仕事上の相談者の有無 －1.215 0.297 0.046 0.090 0.980 ＊

製造業か否か 1.809 6.107 0.003 1.827 20.409 ＊＊

事務職か否か －2.009 0.134 0.096 0.013 1.427 †
一週間の勤務日数 0.964 2.621 0.218 0.565  12.157
就業後の支援の有無 0.392 1.479 0.563 0.393 5.566
組み立て作業か否か 0.389 1.475 0.599 0.346 6.298

†：＜0.2　＊：＜0.05　＊＊：＜0.01
注）分析に用いた変数とカテゴリー

目的変数　離職あり＝1　離職なし＝0
説明変数　療育手帳：1＝A 2＝B1 3＝B2,  仕事上の相談者の有無：あり＝1 なし＝0，

製造業か否か：製造業である＝1 製造業でない＝0，
事務職か否か：事務職である＝1 事務職でない＝0
一週間の勤務日数：1→ 7， 就職後の支援の有無：あり＝1 なし＝0 
組み立て作業か否か：1＝組み立て作業である 0＝組み立て作業でない

を採用したが，吉田ら２１）は精神障がい者に対する障害の
開示に関する研究の中で，重症度を精神障害者保健福祉
手帳の等級だけでなく，障害年金の等級，入院合計期間
などを用いた分析を行っている．これらの先行研究から

職場定着に重症度が影響するか否かは，療育手帳の等級
による重症度だけでなく，もっと多面的にとらえる必要
があると考えられた．
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2．「仕事上の相談者の有無について」
仕事上の相談者がいない者ほど離職しやすい結果と

なった．
いつでも相談できる場があるという安心感は職場定着

に欠かせない．相談者の積極的な行動・姿勢が対象者と
の信頼関係を構築すると考えられる２２）２３）．特に専門職であ
るジョブコーチは重要な役割を果たしている２４）～２６）．つま
り相談者の存在は対象者が仕事上の困難に陥った場合の
サポートを容易にし，相談支援体制を強化することが職
場定着に有効であると考えられる．しかし，厚生労働省
が公表している知的障がい者に対するジョブコーチ数の
推移は，2009 年の段階でやっと 1,000 名を超えたところ
であり２７）ジョブコーチの数は十分とは言えないことは明
らかである．今後早急に増やしていくことが必要である
と考えられる．
3．「製造業であるか否か」及び「事務職であるか否か」

について
製造業に従事する者ほど離職しやすい傾向にあり，事

務職に従事する者は離職しにくい結果となった．
先行研究では，製造業においては不況による業績悪化

に伴う業務再編による配置転換が行われ，継続雇用が困
難となった事例が紹介されている２８）．製造現場から事務
系やサービス系業種への配置転換が図られ，事務職で働
く知的障がい者がパソコン作業等の訓練を行い事務補助
の業種で活躍していることが報告されている．このこと
から新たな職務に対する適性を分析し，支援体制を整え
ることによって知的障がい者の職域拡大は推進できるこ
とが推察される．しかし筆者らは，この報告は不況を背
景としたものであり特に製造業が離職しやすい業種であ
るとは考えていない．従来からの障害者雇用実態調査で
は２９）３０），製造業は知的障がい者の最も多い就職先となって
おり，この事実を考慮すれば必然的に離職者の多くが製
造業に集中していたのではないかと推察したからであ
る．最近では障害のある者を雇用するための指導書も紹
介されている３１）．
以上のことから，製造業に従事する者が離職しやすい

要因として，時代背景が大きく影響していることが考え
られた．製造業だけでなく障がい者の雇用が危ぶまれる
状況下においては，あらゆる業種が離職しやすい対象と
なり職場定着が困難であったと推察した．また今回の調
査対象者には 1998 年に知的障がい者が義務雇用になる
以前の対象者が含まれているため，事業主の雇用に対す
る理解は今より低く，多数の離職者が生じた可能性があ
るのではないかと推察した．一方，事務職は離職しにく
い結果であった．この要因としては，製造業から新たな
職域拡大の受け皿として位置付けられ，職業訓練，フォ
ローアップが積極的に行われた結果であり職場定着しや
すかったのではないかと考えられた．知的障がい者の職
場定着には職業リハビリテーションの実施，入職後の人

的支援，職場環境の工夫によって定着が可能になってい
くと考えられた．
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Factors in Job Turnover among Adults with Intellectual Disabilities

Nobuyoshi Fukui1) and Takuya Hashimoto2)
1)Faculty of Allied Health Sciences, Kansai University of Welfare Sciences

2)Faculty of Allied Health Sciences, Osaka Health Science University

Purpose: The purpose of this study was to analyze factors in job turnover among adults with intellectual
disabilities. Subjects: The subjects were 83 adults who found general employment after completing job training
at Vocational Rehabilitation Center A. Methods: The survey was conducted with interviews using a question-
naire. The analytical method was a multivariate analysis with subjects divided into groups based on whether
they had or had not quit their jobs. Results: The following three factors were identified as affecting job turn-
over among adults with intellectual disabilities: “disability grade” (P＝0.002); “presence or absence of someone to
consult about work” (P＝0.046); and “whether it is manufacturing work” (P＝0.003). The factor of “whether it is
office work” (P＝0.096) is also difficult to disregard, although a statistically significant effect was not seen. Dis-
cussion: The results showed that adults with more severe disability grades were more likely to quit their jobs.
Fundamentally, problems of working memory and task execution ability are conjectured, but low communica-
tion ability with regard to work is also thought to be an issue. Next, those with no one to consult about work
were more likely to quit their jobs. The presence of someone to consult about work is thought to have enabled
support when a subject faced difficulties, and to have been effective in helping subjects to establish themselves
in the workplace. It was also found that adults working in manufacturing were more likely to quit their jobs,
and that adults were more likely to leave jobs other than those that involved office work. Establishing oneself in
the workplace is thought to be affected by the type of industry and the work content, but it is conjectured that
establishment in the workplace would be improved or facilitated by innovative modifications to the employ-
ment system and workplace environment.

(JJOMT, 63: 310―315, 2015)
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